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第５章　工事管理

はじめに

工事管理の要素には、無事故・無災害で工事を遂行するための安全管理、決められた期限内に工事を完了するための工程管理、仕様通りの性能・品質を確保するための品質管理、ローコストで工事を実行するためのコスト管理などがある。この中で優先順位をつけるとすれば、安全管理が最も重要である。

本テキストでは、高圧ガスや危険物を扱うプラントの補修工事、新設工事での経験に基づき、工事管理、特に安全管理に重点を置いて説明する。

１．工事管理全般

1.1 工事計画

工事の規模がある程度大きくなると、工事計画書を作成して、工事の全体像を明確にする必要がある。工事に関わる人間は、工事着工前に工事計画書をよく読み、内容を十分把握・理解し、疑問点・問題点があれば事前に解決しておかなければならない。

工事計画書には、工事場所、工事内容・工法、工事管理および安全管理組織、工事工程、安全管理方法、品質管理方法などが網羅される。

1)　工事場所

工事場所だけでなく仮設事務所、プレファブ場、資材置場等の位置・広さも確認し、どこでどんな作業が発生するかを把握し、まわりの設備・環境への影響を考える。

2)　工事内容・工法

どの様な工事がどの様な工法で行われるか概要説明し、どの様な危険作業が発生するか予測する。必要があれば工法の変更も検討する。

3)　工事管理および安全管理組織

要所に責任者が配置されているか、工事責任者、安全管理者の人数は十分であるか検討する。工事責任者の資質・経歴が十分であることも確認する。

4)　工事工程

工事全体の工程表を作成し工事全体を鳥瞰するとともに、どの時期、どんな工事が行われるか把握し、他の工事と輻輳しないか、上下作業等の危険作業が発生しないか、工程に無理はないか検討する。

5)　安全管理方法

安全管理の方針・方法は適切で、具体的に実行できるものであるか。緊急時の対策、緊急連絡網も明記する。

6)　品質管理方法

品質管理も方針・方法に具体性が必要である。整理・整頓、一仕事・一片付けなどは安全管理にも品質管理にも通じる。

7)　その他

必要に応じて、仮設事務所の設置場所・大きさ、プレファブ場の場所・面積、仮設電源の設置場所・必要電力（kVA）、稼働人員計画表等を盛り込む。
1.2 施工要領

工事計画が工事全体を対象とするのに対して、施工要領は、基礎工事（杭打設、鉄筋・型枠、コンクリート打設）、据付工事、配管工事など、個々の工事の作業手順・要領を具体的・詳細に示すものである。

施工要領書には、工事概要、施工要領、使用機械、安全対策、工事管理組織表、緊急時連絡体制、工事工程表、作業者名簿、施工図などが含まれる。

1)　工事概要

工事名称、工事場所、着工および完成日、工事の概要を記述する。

2)　施工要領

使用する資材・工具、施工中の養生方法、試験・立会時期など、工事の内容と流れを具体的に示したもの。

3)　使用機械

工事に使用する重機・工具を記し、必要に応じてカタログを添付する。

4)　安全対策

施工内容に応じた安全対策、必要な保護具などを明示する。

5)　工事管理組織表

工事責任者、工事担当責任者、安全衛生責任者、施工会社の責任者などの工事管理組織表を明示する。

6)　緊急時連絡体制

緊急時の連絡先、連絡網を記載する。

7)　工事工程表

全体工程表をブレークダウンした、工事項目ごとの詳細工程表を添付する。

8)　作業者名簿

資格の必要な作業については、有資格者名簿と資格免許の写しも添付する。

9)　施工図

施工内容を理解するため、必要に応じて施工図面を添付する。

1.3 工事着工許可条件

工場内で工事を実施する際に必要な許可条件は、業種により異なるが、例として次のものを揚げる。

1)　入構者安全教育

工場内で作業するすべての人は安全教育を受講し、受講終了を示すワッペンをヘルメットに貼らなければならない。安全教育の内容は、工場内で扱っている危険物の性質、工場内のルール等安全を確保するために必要な事柄。受講者の理解度を確認することも大切である。

2)　火気使用許可

工場内で火気を使用して工事を行う場合は、工事を請け負った施工会社は火気使用許可書に、工事件名、工事内容、火気使用場所、火気の種類、火気使用期間等を記載して、工事着手の数日前に保全管理部門に提出する。保全管理部門で火気使用許可条件を記入した後、運転管理部門で記載事項を確認し、さらに許可条件等を付して、保安管理部門で安全性を総合的に確認し許可を出す。

現場工事着手の時は、火気種類や環境等の条件に応じて、保全管理部門、運転管理部門、保安管理部門が現場立ち会いを行い、安全を確認してから火気使用を開始する。

火気使用許可書の参考例を章末に添付した。（図５－２）

3)　容器（タンク）内作業許可

容器の中に入り、清掃・修理等の作業を行う場合は、作業の施工会社は、容器内作業許可書に、作業場所、作業内容、作業時間、作業者全員の氏名等を記載して、作業着工の約１週間前に保全管理部門に提出する。この許可書は単独で提出されるものでなく、工事実施許可書と合わせて審査される。保全管理部門で許可条件を記入した後、運転管理部門に回す。運転管理部門は容器内で安全に作業が出来るように、容器内の洗浄、連絡配管の縁切り、空気置換を確実に行う必要がある。容器内作業は人命に直接関わることだけに慎重に安全対策を検討しなければならない。

容器内作業許可書の参考例を章末に添付した。（図５－３）

4)　掘削作業許可

工場敷地内の地下には、電気ケーブル、計装ケーブル、配管等が埋設されているため、基礎工事等で許可なく掘削すると思わぬ災害を招く。このため、掘削が必要な場合、施工会社は掘削許可書に、掘削場所、掘削方法などを記載して提出し、関係部署による現場確認および承認を得てから掘削を行う。

5)　その他

電気機器使用許可、重機使用許可等、必要に応じて手続き要領を策定する。

1.4 工事着工前打ち合わせ

工事着工の１～２週間前に運転管理部門、保安管理部門、保全管理部門、施工会社が集まり打ち合わせを行う。打ち合わせでの主な確認事項は次の通りである。

1)　工事期間

2)　適用法規

3)　危険度区分

工場内を危険度に応じて予めエリア分けし、また、工事内容に応じて危険度を考慮することにより、その工事の危険度を位置づける。

4)　火気の種類

車両、発電機、グラインダー、溶接等の使用する火気の種類

5)　使用機工具

使用する機械・工具が裸火を発生する物かどうかを認識する。

6)　立会区分

危険度区分に応じて、毎日の工事開始時の立会方法等を決める。

7)　施工方法

工事の具体的な施工方法を説明し、工事着工前に準備すること、工事管理の方法、安全対策を確認する。

1.5 工事着工

工事を行う前に、工事の対象となる施設は運転管理部門から保全管理部門に引き渡す必要があるため、引き渡しの条件を両者で確認する。

1)　引き渡し範囲

特に、施設の一部分だけを引き渡す場合は、施設のどこで縁を切るかを明確にする必要がある。また、縁切り方法や縁切り箇所の管理方法については、管理要領を作成し責任の所在を明確にする必要がある。

2)　引き渡し条件

引き渡される部分の状態、引き渡される部分の廻りの装置運転状況等を把握し、工事実施時に必要な対策を確認する。

3)　引き渡し時期

着工可能日を運転管理部門から保全管理部門に書面で連絡する。特に機器開放等では、間違って機器を開放しないよう機器毎に着工可能日を明記する。

1.6 工事完成

工事完了後、施設が再び保全管理部門から運転管理部門に引き渡される時、工事完了の確認を両者で行う。

1)　内部確認

塔槽類内部等で工事が行われた場合、塔槽類のマンホールを閉止する前に、運転管理部門、保全管理部門必要に応じて設計部門は内部の確認を行い、設計通り製作されているか、工事のやり残しがないか、ウエスや工具が置き去りにされていないかを確認する。

2)　縁切り箇所の復旧

縁切り箇所の復旧を確実に行う。縁切り箇所の復旧方法も、管理要領に明記する必要がある。











































38

